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中国と日本間の越境電子商取引における
「まとめ代行業者」サービスの提案 *1

A Proposal of "Gathered Packing Agent" Service on Cross-
Border e-Commerce between China and Japan

概要：日本と中国間の越境電子商取引において、「直送モデル」と呼ばれる直接海外の電
子商取引サイトからの購入する方法は、中国政府の政策転換で、一般の消費者が利用する
ことは難しくなっている。そのため、中間業者が購入を代行するサービスが一般的になり
つつある。このような購入代行を行う業者を「代行業者」と呼ぶ。代行業者は、「保税区
モデル」のように、中国内の保税区の業者が海外からの商品購入を代行する場合や海外か
らの商品転送を取りまとめるような形態まで、様々なものが存在する。本論文では、商品
購入はもちろん、複数の消費者の購入商品をまとめて梱包して中国に配送することで、配
送コストを抑えるようなサービスを組み込んだ、総合的な購入代行業者のサービスモデル
について提案する。

Abstract：In the cross-border e-commerce between Japan and China, the method of 
purchasing directly from overseas e-commerce sites called "direct delivery model" 
is difficult to use by ordinary consumers because of policy change by the Chinese 
government. For this reason, services in which an intermediary acts on behalf of 
purchasing are becoming common. Such a supplier who performs substitute purchase 
is called "agent". The "agent" has various types, such as a "bonded area model", such 
as a case where a trader in a bonded area in China proxy for purchasing goods from 
overseas, or a form for collecting transfer of goods from overseas. In this paper, we 
describe the service model of a comprehensive purchasing agent that incorporates 
services that reduce the delivery cost by packing a plurality of consumer purchased 
items together, delivering them to China, as well as purchasing goods suggest.

1 ．はじめに

　越境 BtoC 電子商取引（以下、「越境 EC」
と略記する。）は、新しい貿易の形として注
目されている。eMarketer の報告によると

［1］、世界の越境 EC の市場規模は、図 1 に
示す通り、年々増加しており、2018 年以降
も、対前年比の伸び率は鈍化しているが、金
額ベースでは順調に拡大していくと予想され
ている。また、主要 10 カ国の市場規模と利
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用者数の推計を見ると、図 2 に示すように、
市場規模は米国と中国が拮抗しており、利用
者数の推計では、中国が米国をすでに追い越
している。（なお、図 2 は UNCTAD におけ
る 2015 年の実績および推計値の報告［2］か
ら作成した。）

　図 2 に示す通り、中国は米国と並ぶ越境
EC 大国である。しかも、利用者数の推計は
米国を大きく上回り、今後、米国以上の越境
EC 市場規模を持つと予想できる。中国の越
境 EC の相手国について、2016 年の IPC の調
査［3］によれば、図 3 のように報告さている。
 　図 3 に示す通り、中国の越境 EC による
購入相手先は、米国が第 1 位であり、日本が
2 位に続いている。その後、カナダ、オース
トラリア、フランスと続く。このように、人
口減少が始まり、内需消費が減少していくこ
とが予想される日本にとって、中国からの越

境 EC による消費は、重要なものとなる。そ
のため、中国の消費者に日本の EC サイトか
らの購入を促進することが必要となる。
　邬と奥山［4］は、このよな観点から、中
国と日本間の越境 EC の問題点を詳細に調査
し、配送過程の信頼性や配送コストが、大き
な問題となっていることを示した。邬と奥山
は、中国の消費者と日本の EC サイトの仲立
ちをする代行業者を定義し、代行業者が配送
時に商品をまとめる方法について提案し、配
送コストを低減することが可能であることを
示した。このような、配送時に荷物をまとめ
る方式を「OP サービス」と呼んでいる。し
かし、邬と奥山の論文では、実際に代行業者
がどのように荷物をまとめるかの詳細を示し
ていない。そこで本論文では、まとめ配送を
行う代行業者を「まとめ代行業者」と定義
し、そのサービスモデルについて詳細に検討
した。

2 ．日本と中国間の越境ECの現状

　日本・米国・中国各国間の 2016 年におけ
る越境 EC 市場規模は、経済産業省の資料［5］
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中国と日本間の越境電子商取引における「まとめ代行業者」サービスの提案

によると表 1 に示すとおりである。
　表 1 に示す通り、中国の市場規模は金額
ベースで米国の約 2 倍であり、日本の 9 倍で
ある。また、対前年比の伸び率も 30% を超
えており、中国消費者の越境 EC への期待が
増大していることがわかる。日本からの購入
額と対前年比としての購入額の伸び率のグラ
フを図 4 に示す。図に示す通り、日本からの
購入額は年々増加している。対前年比は少し
ずつ減少している、それでも、30% 台の高
い伸び率を示している。なお、図 4 は経済産
業省の報告［5-6］を元に作成した。

3 ．二つの配送モデル

　現状の越境 EC の基本的な配送過程は、「直
送モデル」、「保税区モデル」の二つに分類で
きる。図 5 は、経済産業省の報告書に記載さ
れている日本と中国間の越境電子商取引にお
ける「直送モデル」と「保税区モデル」を図
示したものである［7］。

　図 5 に示したように、「直送モデル」では、
中国のネット消費者から受注した日本国内の
越境 EC サイトが、国際便として直接ネット
消費者に商品を発送するものである。国際便
として利用可能なものは、EMS（国際スピー
ド郵便）や国際配送業者（FedEx や UPS 等）
や国内宅配便業者（ヤマト運輸や日本通運等）
の国際配送便等である。
　一方、保税区モデルでは、あらかじめ売れ
筋の商品をコンテナ等で中国国内の保税区倉
庫に運び込んでおいて、EC サイトに注文が
入ると、国際便で直接送るのではなく、保税
区倉庫の管理システムを経由して、ネット消
費者に中国国内の 3PL 等を使い配送する方
法である。この方法の利点は、あらかじめ大
量にコンテナ輸送しておくため、国際配送コ
ストを低減できる。また、既に中国国内に運
び込まれているため、商品配送の時間が短く
なることである。
　経済産業省の 2018 年度の報告書［8］では、
これらの配送モデルと EC サイトや貿易会社
の位置と発注と配送過程の事業モデルを図 6
のようにまとめている。
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国際便で直接送るのではなく、保税区倉庫の管

理システムを経由して、ネット消費者に中国国

内の 3PL 等を使い配送する方法である。この方

法の利点は、あらかじめ大量にコンテナ輸送し

ておくため、国際配送コストを低減できる。ま

た、既に中国国内に運び込まれているため、商

品配送の時間が短くなることである。 

 経済産業省の 2018 年度の報告書では、これら

の配送モデルと EC サイトや貿易会社の位置と

発注と配送過程の事業モデルを図 6 のようにま

とめている。 
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　図中の（1）と（6）は典型的な直送型の
BtoC モデルであが、日本国内にサイトがあ
る場合が（1）で海外にサイトを置く場合が

（6）である。（2）（3）はモールと出店者間を
BtoBと考え、BtoBtoC型に分類している。（2）
と（3）はモールをネット上で展開している
企業が日本国内にあるか（例えば「楽天」等）
海外にあるか（例えば「Tmall」等）の違い
である。また、（4）（5）は相手国内の倉庫を
利用する場合であり、（4）は保税倉庫を使う
図 5 の「保税区モデル」であり、（5）は一般
倉庫を使用する一般的な貿易で仕入れたもの
を EC サイトやモールを使い販売するもので
ある。

4 ．「代行業者モデル」とOPサービス

　邬と奥山［4］は、図 5 の配送モデルに加
えて、「代行業者モデル」という新しいモデ
ルを提案している。これは、ネット消費者と
越境 EC サイトの取引を仲介する代行業者が
存在するモデルである。このモデルでは代行
業者が国内、国外どちらに、あるいは両方に
位置するかにより、図 7 で示すような三つの
パターンを提示している。

　「代行業者モデル」は、邬［9］の提案した「OP
サービス」の実現を目指して提案されたモ
デルである。ここで、「OP サービス」とは、
同じ国の複数の消費者から発注された複数の
ネットショップの荷物を一つにまとめて梱包

し、中国のしかるべき倉庫（保税区倉庫や一
般倉庫）にむけて国際発送し、中国国内倉庫
や保税倉庫に到着した商品を消費者ごとに分
けて、国内配送するサービスである。
 「OP サービス」では、同じ国（できれば同
じ地域が望ましい。）の複数の消費者から発
注された複数の荷物をまとめることになる。
これを実現するには、「誰が、どこで、いつ
のタイミング」でまとめるかが重要である。
また、まとめられた荷物を、「誰が、どこで、
どのタイミング」でバラして、それぞれの消
費者に送るのかを綿密に設計する必要があ
る。もちろん、法律上、輸出国で通関が終わっ
た荷物をまとめることは不可能であり、輸入
国で通関前の荷物をバラすことも不可能であ
る。そのため、輸出にあたっては代行業者を
使う必要があり、輸入にあたっては保税倉庫
を使うか、通関後に代行業者がバラす必要が
ある。このように、通関前後で代行業者を使
うモデルは、図 7 の 3 番目で示したモデルと
なる。
　しかし、3 番目のモデルでは、越境 EC を
実現する国ごとにパートナーとなるべき 2 つ
の代行業者が必要であり、また、代行業者の
利益を確保することを優先した場合、国際配
送料が安くなっても、その減額分が代行業者
の上乗せする手数料などにより相殺され、必
ずしも消費者にとって割安となるとは限らな
い。そこで、よりシンプルであり、減額効果
が期待できる 2 番目のモデル、すなわち、消
費者が存在する国（この場合中国）に代行業
者を置き、そこで消費者からの注文をまとめ
ることで、越境 EC サイトで強制的なまとめ
が発生するようにし、代行業者に届けられた
荷物を消費者ごとにバラす方法について検討
した。

 

 - 4 - 

類している。(2)と(3)はモールをネット上で展開

している企業が日本国内にあるか（例えば「楽

天」等）海外にあるか（例えば「Tmall」等）の

違いである。また、(4)(5)は相手国内の倉庫を利

用する場合であり、(4)は保税倉庫を使う図 5 の

「保税区モデル」であり、(5)は一般倉庫を使用

する一般的な貿易で仕入れたものを EC サイト

やモールを使い販売するものである。 

 

４．「代行業者モデル」と OP サービス 

 

邬と奥山[4]は、図 5 の配送モデルに加えて、

「代行業者モデル」という新しいモデルを提案

している。これは、ネット消費者と越境 EC サ

イトの取引を仲介する代行業者が存在するモデ

ルである。このモデルでは代行業者が国内、国

外どちらに、あるいは両方に位置するかにより、

図 7 で示すような三つのパターンを提示してい

る。 

 

 

図 7．「代行業者モデル」の類型[4] 

 

 「代行業者モデル」は、邬[8]の提案した「OP

サービス」の実現を目指して提案されたモデ

ルである。ここで、「OP サービス」とは、同

じ国の複数の消費者から発注された複数のネッ

トショップの荷物を一つにまとめて梱包し、中

国のしかるべき倉庫（保税区倉庫や一般倉庫）

にむけて国際発送し、中国国内倉庫や保税倉庫

に到着した商品を消費者ごとに分けて、国内配

送するサービスである。 

「OP サービス」では、同じ国（できれば同じ

地域が望ましい。）の複数の消費者から発注され

た複数の荷物をまとめることになる。これを実

現するには、「誰が、どこで、いつのタイミング」

でまとめるかが重要である。また、まとめられ

た荷物を、「誰が、どこで、どのタイミング」で

バラして、それぞれの消費者に送るのかを綿密

に設計する必要がある。もちろん、法律上、輸

出国で通関が終わった荷物をまとめることは不

可能であり、輸入国で通関前の荷物をバラすこ

とも不可能である。そのため、輸出にあたって

は代行業者を使う必要があり、輸入にあたって

は保税倉庫を使うか、通関後に代行業者がバラ

す必要がある。このように、通関前後で代行業

者を使うモデルは、図 7 の３番目で示したモデ

ルとなる。 

 しかし、３番目のモデルでは、越境 EC を実

現する国ごとにパートナーとなるべき２つの代

行業者が必要であり、また、代行業者の利益を

確保することを優先した場合、国際配送料が安

くなっても、その減額分が代行業者の上乗せす

る手数料などにより相殺され、必ずしも消費者

にとって割安となるとは限らない。そこで、よ

りシンプルであり、減額効果が期待できる２番

目のモデル、すなわち、消費者が存在する国（こ

の場合中国）に代行業者を置き、そこで消費者

からの注文をまとめることで、越境 EC サイト

で強制的なまとめが発生するようにし、代行業

者にと届けられた荷物を消費者ごとにバラす方

法について検討した。 
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 前節で、図 7 の２番目の「代行業者モデル」

を採用することにより、モデルをシンプルにす

ることができ、また、消費者の購入金額に対す

る減額効果が期待できると述べた。図 8 は、あ

らためてそのモデルだけを抜き出したものであ
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提案する。なお、このモデルは「代行業者モデ
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5 ．「まとめ代行業者」の業務モデル

　前節で、図 7 の 2 番目の「代行業者モデル」
を採用することにより、モデルをシンプルに
することができ、また、消費者の購入金額に
対する減額効果が期待できると述べた。図 8
は、あらためてそのモデルだけを抜き出した
ものであり、この図を使って実際の業務モデ
ルについて提案する。なお、このモデルは「代
行業者モデル」の一つのパターンでしかない
ので、あらためて「まとめ代行業者」サービ
スと呼ぶことする［10］。

　「まとめ代行業者」サービスでは中国の消
費者は、中国国内の転送代行業者に対して、
商品の購入依頼を行う。転送代行業者は、海
外の越境 EC サイトに対して、消費者からの
購入依頼をまとめて代理購入依頼を行う。こ
のように、転送代行業者からの一括注文を行
うことで、越境 EC サイト側で自動的にまと
めて国際配送してもらうことができる。転送
代行業者の倉庫に到着した商品はここで消費
者ごとに再梱包されて、中国国内の配送網を
使い配達される。
　図 9 はこのような業務内容を詳細に図示し
たものである。
　外部サイトへの発注から国際配送網を用
いて代行業者に届くまでの部分については、
代行業者の業務の範囲外と考えて、ここで
は考慮しない。ここで重要なのは、n 人の消
費者からの受注は基本的に一本の待ち行列

（キュー）［11］で処理されることである。な
お、ここで待ち行列を使うのは、あくまでも
FCFS （First-Come-First-Serve）のデータ構
造の実現のためであり、この待ち行列を解析

して、詳細に議論するつもりはない。もちろ
ん、後のシミュレーションは、待ち行列の性
質を利用して行うが、それはあくまでも入力
データの処理過程を FCFS で処理するため
だけのことである。消費者からの情報は、欲
しい商品とその個数、及び外部サイトへの発
注のためのオプションだけである。オプショ
ンについての詳細は後で詳しく述べる。一方、
外部サイトへは複数のまとめコンテナに受注
データを置くことでモデル化する。この外部
発注のまとめコンテナは、発注の為の条件が
ついた入れ物である。これに、ある一定の条
件（注文個数や注文商品の総重量等）が満た
されることで、実際の越境 EC サイトへの発
注がなされる。条件を満たし、発注されるこ
とを本論文では「フラッシュ」と呼ぶ。条件
を種々変更することで、消費者からの受注時
のオプションを制御する。また、図のように、
海外の越境 EC サイトとまとめコンテナを結
合させることで、商品とその発注先を制御す
ることもできる。
 ここで、まとめコンテナとは、発注先の越
境 EC サイトと結びつく、消費者からの受注
データを入れておくためのデータ構造と定義
した。受注データは、越境 EC サイトへの発
注内容を記述するための小さなデータ構造で
あり、その中には、「商品名」、「数量」とい
う二つのデータのみが納められる。また、受
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ル」の一つのパターンでしかないので、あらた

めて「まとめ代行業者」サービスと呼ぶことす

る[9]。 
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注データ自体の属性として、「重量」を持っ
ている。つまり、i 番目の受注データは、i 番
目に消費者から受注した内容を表していて、
受注データ（受注番号 : i）＝属性（重量）・デー
タ（商品名、数量）という形で表現する。オ
プション処理は、まとめコンテナを分けるこ
とで行われるので、受注データには最小の情
報以外は入れない。消費者との接続は、受注
番号：i のみで制御される。
　さて、まとめコンテナは、データ構造的に
は容量制限付きの入れ物であり、容量制限と
して、受注データの個数や総重量などを指定
することを想定している。コンテナの容量制
限を詳細に設定することで、消費者からの
種々のオプションを処理できる。
　「まとめ代行業者」の業務は、消費者に商
品を、国内宅配業者を用いて、配送するとこ
ろまでである。そのため、国際配送されたま
とめ梱包された荷物から商品を分包して、消
費者に届けなければならない。国際配送網よ
り荷受待ち行列に到着した荷物は分包され
個々の「商品」に分解される。商品は、受注
番号：i で管理された消費者と関連付けられ、
それぞれの消費者のコンテナに納められる。
コンテナ内に、受付番号：i で関連付けられ
る荷物が全て揃うと、国内配送網を使って、
消費者に送られる。
 越境 EC への発注過程のモデル化は容易で
ある。受注時のオプションと発注する外部
EC サイトの数により、保持しなければなら
ないまとめコンテナの数は多くなるが、フ
ラッシュの条件さえ間違えなければ制御する
ことは難しくない。問題は、フラッシュの条
件が整わない異常状態が起きた場合である
が、その場合、時間フラッシュの例外処理を
付け加える必要がある。ここでは、例外処理
の発生条件は、それぞれのオプションが受容
可能な代行業者内の内部留保時間とする。
　ここで、受注過程で設定可能なオプショ

ン に つ い て 説 明 す る。 オ プ シ ョ ン は、I
（Immediately）、N（Normal）、C（Cheapest）
の三種類用意する。I オプションは、まとめ
ることはせずに、消費者からの注文を直ちに
越境 EC に取り次ぐことを意味する。そのた
め、まとめ効果による配送コストの恩恵は受
けられない。このオプションは、消費者が買
い物を終了し、できるだけ早く商品を受け取
りたい場合のサービスオプションとなる。そ
のため、単に注文を転送するだけとなり、付
随する第三者決済などのサービスは受けられ
るが、基本的に「直送モデル」となる。N オ
プションは、本論文の代行業者が行う最も基
本的なサービスである。このサービスでは、
一個の受注データに収容される重量を例えば
1kg 以下とし、まとめコンテナの重量制限を
10kg 以下、まとめる受注データの個数を 10
個以下として、まとめコンテナをフラッシュ
する。「10」というマジックナンバーは図 10
で示した、まとめの減額効果がある程度飽和
することから設定された値である。もちろん、
この値は代行業者の混雑具合などで変更可能
であるが、最終的には内部留保時間をある程
度予測して、異常状態の発生確率などととも
に事前に消費者に通告すべきである。最後に、
C オプションは、できるだけ数多くの受注
データをまとめて発注するものである。ただ
し、例えば EMS 等の国際郵便を使う場合は、
その上限を超えないように制御する。表 1 は、
三つのオプションの特徴についてまとめた。
　図 10 はマジックナンバー「10」について
の根拠データである。図 10 では 1 個あたり
荷物の重量が 0.1 〜 1kg までの荷物を想定し、
それをまとめて EMS を使い日本国内から中
国に向けて発送した場合の、荷物のまとめた
数（梱包数）と 1 個あたりの価格の関係を示
したものである。図に示すように、単一重量
あたりの料金の減額効果は、重量× 10、す
なわち単一重量の場合、10 個以上をまとめ
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ても、1 個の重量に関する配送コストの減額
効果はそれほど大きくならない。例えば、重
さ 0.5kg を 10 個まとめた場合の 1 個あたり
の配送コストは、630 円であるが、20 個まと
めた場合は 525 円で、その差は 105 円となる。
この差をどのように判断するかは状況による
が、まとめる数を倍にしても、それほど大き
な効果がないことがわかる。したがって、配
送コストの減額の最大化を図るなら、できる
だけ多くの荷物をまとめる必要があり、それ
ほど大きな減額効果を望まないなら 10 個程
度の荷物をまとめて、待ち時間を短縮すべき
である。

　表 1 の「まとめ」とは、まとめコンテナへ
の一時収容と注文に関するまとめの有無、「ま
とめ量」はまとめが有る場合の最大まとめ量、

「例外処理」はまとめる場合の例外処理の有
無、「取り扱い」は税制上の取り扱い区分で、
直送 / 保税は越境 EC での商品の輸入が B2C
として取り扱われるのか、B2B として取り
扱われるかにより変わることを示している。
一般的に、購入代行業者は B2B とみなされ
ることが多く、実際に稼働させた場合どうな
るかは、状況により変化すると考えられる。

「配送コスト」は、N オプションを基準とし
た相対的な「高い / 安い」を示す。第三者決
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済代行は利用可能であると仮定している。
　発注過程の例外処理に関連して、コスト計
算上の一つの問題が生じる。それは、実際に
受注した時予定したフラッシュ条件と例外処
理により発生したフラッシュ処理の条件の違
いによる国際配送コストに差が生じることで
ある。これに対処するには、差額関連クーポ
ンを配布するなど、幾つかの方法が考えられ
る。

6 ．シミュレーション実験

　本節では、前節でモデル化した「まとめ代
行業者」の発注過程の二つの業務である、「消
費者からの商品の受注過程」と「海外の越境
EC サイトに対する発注過程」について乱数
を使ったシミュレーション実験を行った結果
を示す。その結果、本モデルの一つの懸案事
項であった消費者の「商品受け取までの待ち
時間」に対して、「まとめ」ることによる待
ち時間の増加は、大きく影響しないことがわ
かった。なお、シミュレーション実験は、大
野らの著書［12］を参考にして行った
 待ち行列理論では、待ち行列への単位時間
当たりの到着率λ［事象数 / 単位時間］とサー
ビス率μ［事象数 / 単位時間］によってシス
テムを記述する。これらの値は、一般的には
対象としている待ち行列のシステムを観測す
ることで得られる。
　次に、確率分布について考える。一般的な
客待ちサービスの場合、「次の客がいつくる
かわからない。」、「時間帯によってだいたい
の到着頻度が決まっている。」という特徴を
持っている［12］。この時、次の客の生起が
時刻に無関係（＝ランダムに生起する。）で
あり、到着頻度が常に一定である（＝定常ポ
ワソン過程）の場合、到着間隔は指数分布に
従うことが知られている［13］。到着間隔の
平均は到着率λの逆数λ−1 として与えられ
る。したがって、到着率をどのように推定す

るかが問題となる。
　一方、サービス時間の分布については、スー
パーマーケットなどのレジ待ち行列の場合、
客の買った商品の種類と数に依存する。客の
買った商品の品目と数がランダムであると仮
定すると、この場合もサービス率μの逆数
μ−1 の指数分布に従う。したがって、到着
時間もサービス時間も定常的過程を前提とし
て、ランダムに事象が生起する場合、両者の
確率分布は指数分布となる。
　待ち行列を表現する方法として、ケンドー
ル記号が知られている［14］。

　　　A/B/X/Y/Z （式 1）
A: 客の到着パターン（到着時間間隔の分布）
B: サービスパターン（サービス時間分布）
X: サービス窓口の数
Y: システムの容量
Z: サービスの規範

ケンドールの式において、Y と Z は省略で
きる。省略した場合、Y= ∞、Z=FCFS （先
着順）となる。一方、A、B、X は省略でき
ない。レジ待ち行列の到着時間間隔の分布は
指数分布（＝定常ポアソン分布）でサービス
時間分布も指数分布となる。また、開いて
いるレジの数が 1 の場合は、X=1 となり、c
列のレジが空いている場合は、X=c となる。
したがって、ケンドールの表記は、M/M/1（レ
ジが 1 列の場合）、あるいは M/M/c（レジが
c 列の場合）となる。
　消費者からの受注過程のモデルについて、
以上の議論を当てはめると、消費者からの受
注の到着時間間隔は、レジ待ち行列と同じと
考えることとした。したがって、指数分布を
適用できる。一方、サービス時間分布の方は
どうであろうか。当然、消費者から受注した
注文はコンピュータ処理されると仮定する。
入力は注文票であり、出力は受注データと呼



― 29 ―

中国と日本間の越境電子商取引における「まとめ代行業者」サービスの提案

ばれる小さなデータ構造に集約され、その他
に必要に応じてデータベースのレコードの新
規作成や更新を行うこととなる。これらの過
程は、経過時間としてみた場合の小さな揺ら
ぎはあっても、人の時間間隔からは、ほぼ一
定の時間で処理が終了するとみなせる。した
がって、レジ待ち行列とは異なり、この分布
は一定値と見なすことができる。つまり、本
論文の受注システムの待ち行列は M/D/1 と
なる。なお、ここではプロセッサは 1 個しか
割り当てていないが、必要に応じて M/D/c
とすることもできる。
　今回のシミュレーション実験は、花王の紙
おむつ「メリーズ」のネット販売のデータを
使う。この製品を選んだ理由は、他に適切な
データが見当たらなかったためである。中国
の大手 EC サイトである淘宝網の 2014 年 5
月の売上高が中国メディアの亿邦动力网讯か
ら公表されている［15］。それによると、メリー
ズの 5 月 1 ヶ月間の売上金額は、82,957,413
元、商品数は 568,431、購入人数は 297,321
人となっている。297,321 人が延べ人数と仮
定すると、1 時間当たり約 400 人（1 分当た
りだと 6.6 人）の購買者数があったことがわ
かる。これらの購買者が注文を発生させたと
すると、400［件 / 時間］となる。これが、
紙おむつを購買する注文数の上限であると仮
定できる。なお、現在ではさらに多いと思わ
れるが、確定データが見つからなかったので、
これを今回の到着率の上限とする。したがっ
て、到着時間間隔の平均は 0.0025［時間 / 件］
となる。この注文件数が全て越境 EC に振り
分けられることはないが、たとえその割合が
1/10 だとしても、到着率は 40［件 / 時間］、
到着時間間隔の平均は 0.025［時間 / 件］と
なる。
　ところで、処理プロセッサが 1 個しかない
場合、一つの注文を処理中に次の注文がくる
と、必ず待ち行列に入ることになる。この場

合、ある程度時間が経つと長い待ち行列が形
成される可能性がある。到着率をサービス率
で割った値、λ / μはトラヒック密度と呼ば
れ、記号ρであらわす。次の式の関係が成り
立つ時、これを定常条件と呼ぶ［12,p.169］。

　　　ρ = λ / μ < 1　 （式 2）

　定常条件は、待ち行列がある長さにとどま
ることを保証する。したがって、この条件で
μを推定すると、μ >40 が得られる。つまり、
μ−1 > 0.025 となる。つまり、サービス時間
の平均は 1.5 分より短くなければならないこ
ととなる。今回のモデルではコンピュータの
処理プロセッサが受注処理を行うので、経過
時間 1 分程度で処理が終わることは十分期待
できる。したがって、サービス時間の平均は
0.02［時間 / 件］（1［分 / 件］）とすること
とした。なお、このモデルでは、M/D/1 を
採用するので、サービス時間は 0.02 の固定
値とする。
　もちろん、他の製品や複数の製品を取り扱
う場合は、他の値を使う必要がるが、今回は
これらの値を採用する。

7 ．結果と考察
　前節で示したデータを使い、実際にシミュ
レーションした結果の一例を図 11 に示す。
　定常状態の待ち行列シミュレーションにお
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いては、逆瀬川が指摘しているように［13］、
平均待ち時間の推定には、統計的に意味のあ
る回数のトライアルを実行するか、バッチ平
均法を使う必要がある。ここでは、10 回の
試行による平均値を使った。結果は表 2 に示
す通りである。なお、シミュレーション実験
結果は有効桁数につて考慮していないが、表
では 3 桁に統一した。

　表 2 において注目すべきは平均内部留保時
間である。これは、消費者からの一つの注文
が発注システム内にとどまっていた平均時間
で、サービス時間と待ち時間を合計したもの
である。この場合は、0.0599 時間（＝約 3.6 分）
であることがわかった。したがって、このよ
うな条件では、受注過程が全体の商品受け取
りの待ち時間に及ぼす影響はほとんどない。

8 ．まとめ

　中国と日本間の越境 EC は、少子高齢化と
ともに人口減少時代を向かえ、個人の消費行
動が衰退していくと予想される日本経済に取
り、今後重要になる。基本的には、良い商品
をより安く提供することにより、今後も中国
からの越境 EC による購買量は増えていくと
予想される。しかし、あくまでも国際貿易の
一部であることから、国際物流業者の動向、
為替の動向、相互の国の政策などに大きく影

響を受けることとなる。
　本論文は、それらの影響要因の中の一つで
ある、国際物流による配送コストを下げる
ための方法としての「OP サービス」を具体
的に取り扱う業者のサービスモデルを提案し
た。また、注文時に、消費者からの注文をま
とめることにより生じる、発注システム内で
の内部留保時間が、実際の全体の配送過程に
おいて、大きな影響を与えなことを示した。
今後は、シミュレーションのパターンを変え、
より現実に近いシステムモデルを構築し、シ
ミュレーションすることで、サービスモデル
の実現可能性を探っていきたい。

＊ 1　本論文は、朝日大学大学院経営学研究
科 2017 年度修士学位論文「中国と日本間
の越境電子商取引における「まとめ代行業
者」サービスの提案」（欧阳丽薇）の一部
を再構成・加筆修正の上で発表するもので
ある。

＊ 2　2017 年度（2018 年 3 月）修了。
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